利用上の注意
１　目　的

静岡県鉱工業指数は、県内の鉱工業の生産、出荷、在庫数量を調査し、ある一定時期を基準に

して指数化したもので、鉱工業活動の時系列的な変動を観測するための指標として作成している。

２　基準時

基準時は平成１７年である。したがって、指数値は平成１７年の年間平均を100.0とした比率

で示してあり、ウェイトも平成１７年の産業構造によっている。

３　対象範囲

日本標準産業分類（第１１回改定）のうち、Ｄ鉱業及びＦ製造業を対象範囲とした。ただし、下記の業種は対象外とした。なお電力、ガスの公益事業並びに鉱工業に公益事業を加えた産業総合を参考系列として掲載した。

　　　　　Ｄ－鉱　業　････････････････････････ ウェイトが著しく小さいため。

　　　　　Ｆ－製造業

18.石油製品・石炭製品製造業･･･････ ウェイトが著しく小さいため。

21.なめし革・同製品・毛皮製造業････････ ウェイトが小さく、代表性を有する品目が

ないため。

　

４　業種分類及び特殊分類

採用品目の分類は、別表のとおり、日本標準産業中分類(第11回改定)に準拠した業種分類と品目の経済的用途に着目した特殊分類（財別分類）の２分類とした。

　　 業種分類は、日本標準産業分類に準拠したものであるが、次のとおり、若干の組替えを行った。

　　　　・電気機械工業　　　＝「27．電気機械器具製造業」＋「28．情報通信機械器具製造業」

＋「29．電子部品・デバイス製造業」

・化学工業　　　　　＝「17.化学工業」－「174.化学繊維製造業」　　　　　　　　

・繊維工業　　　　　＝「11. 繊維工業」＋「12. 衣服・その他の繊維製品製造業」＋

                      「174.化学繊維製造業」　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　・食料品・たばこ工業＝「09.食料品製造業」＋「10.飲料・たばこ・飼料製造業」　

　　　　・その他工業　　　　＝「20.ゴム製品製造業」＋「14.家具・装備品製造業」＋　　

＋「16.印刷・同関連業」＋「13.木材・木製品製造業」
　　　　　　　　　　　　　　　＋「32.その他の製造業」

　　　　・機械工業　　　　　＝「26.一般機械器具製造業」＋「27. 電気機械器具製造業」＋

　　　　　　　　　　　　　　　「28.情報通信機械器具製造業」＋「29.電子部品・デバイス製造業」

＋「30.輸送用機械器具製造業」＋「31.精密機械器具製造業」

　　　　　　　　　　　　（業種名の前の数字は、日本標準産業分類における産業分類番号）

５　採用品目

生産・出荷は190品目（鉱工業 188、公益事業 2） 、在庫は 122品目（鉱工業のみ）を採用

品目とした。

６ ウェイト

「平成１７年工業統計調査」等の資料をもとに、生産指数については付加価値額、出荷指数

については出荷額、在庫指数については在庫額を基準に算定した。

非採用業種及び非採用品目の付加価値額、出荷額及び在庫額は、それぞれ採用業種及び採用品

目の構成比で按分し、採用業種、採用品目に加算した「ふくらましウェイト」とした。

７ 算　式

品目別個別指数を基準時のウェイトで加重平均するラスパイレス式を使用した。

　　　個別指数　＝　　          比較時数量　　　　　　　　×１００　　

　　　　　　　　　　基準時数量（平成１７年１カ月平均数量）

　　　総合指数　＝　（個別指数×基準時ウェイト）の総和
　　　　　　　　    　    基準時ウェイトの総和　　　　　　

８　季節調整

センサス局法（Ｘ－１２－ＡＲＩＭＡ、ただし在庫についてはＸ－１２－ＡＲＩＭＡの中の

Ｘ－１１デフォルト）を採用した。

９　記号の用法

本年報で用いている記号の用法は以下のとおりである。

「－」　…　該当の数字がないことを示す。

「Ｘ」　…　個々の申告者の秘密が漏れる恐れがあり、秘匿してあることを示す。

         　　　　 　なお、「Ⅰ 平成２２年静岡県鉱工業指数の動向」では、秘匿に該当する品目

に係る事項は掲載していない。

「△」または「▲」　…　負数であることを示す。数値の前に付す。

10　原指数、季節調整済指数の用法

年指数及び前年(同期・同月)比は原指数を用い、月別指数、四半期別指数及び前月比は季節調

整済指数を用いた。なお、前年(同期・同月)比及び前期比については端数処理のため各欄の表示数値による計算と一致しないことがある。
11　在庫指数の用法

在庫の年指数及び四半期別指数は各期間の平均値を用いた。

12　資料の出所

　　経済産業省から提供される生産動態統計調査（基幹統計）及び本県独自で実施している静岡県

鉱工業生産動態調査等のデータを利用している。

（１）　経済産業省生産動態統計調査
①　目　的

　　　　わが国の鉱工業生産の毎月の生産量等の動態を明らかにし、鉱工業に関する施策の基礎資

料を得ることを目的としている。

②　調査の根拠

　　　　統計法（平成１９年法律第５３号）

　　　　経済産業省生産動態統計調査規則

③　調査対象

　　　　経済産業省生産動態統計調査規則で定められている鉱産物及び工業製品を生産し、かつ、

従業者数が同規則で定められた規模以上を有する事業所及び企業を調査対象としている。

④　調査方法

　　　　調査対象事業所は、毎月の生産・出荷・在庫に関する数量、金額等を調査票に記載し、

郵送等で経済産業省、経済産業局又は県へ報告。
（２）　静岡県鉱工業生産動態調査

①　目　的

　　　　静岡県鉱工業指数作成のための基礎資料を得ることを目的としている。

②　調査の根拠

　　　　静岡県鉱工業生産動態調査要綱（制定　昭和４３年３月１日　告示第１３５号）

③　調査対象

　　　　製造業に属する事業所のうち、静岡県鉱工業指数作成に採用している品目を生産している

　　　事業所から出荷額の上位事業所を抽出して調査対象としている。

④　調査方法

　　　　調査対象事業所は、毎月の生産・出荷・在庫に関する数量、金額等を郵送等で県へ報告。
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